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１　共同募金の仕組み
（１）共同募金の流れ（申請から配分まで）
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（２）共同募金の助成対象範囲に係る考え方

保健・医療・教育・まちづくり・環境などの境界領域

・実施主体に制限はない（ＮＰＯ・ボランティア団体含む）
・届け出等の必要もない

・社会福祉法人の設立の目的となる
・知事の指導監督を受ける
・税制上の優遇処置対象
・実施主体に制限
　第１種：原則、国、地方公共団体、
　　　　　社会福祉法人
　第２種：制限はないが、届け出が必要

…福祉のはざま…
社会福祉を目的とする事業

社会福祉事業・更正保護事業

＊「社会福祉を目的とする事業」の定義1（厚生労働省審議会資料による）

　①『共同募金の寄附金配分先となる』事業

　②『社会福祉協議会による連絡、調整、助成等の対象となる』事業

＊「社会福祉を目的とする事業」の定義2（社会福祉法）

　①「福祉サービスの利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援

　　（第3条）」のための事業

　②「社会、経済、文化その他のあらゆる分野の活動に参加する機会が与えられ

　　るようにする（第4条）」ための事業



（３）市町村共同募金会と市町村社会福祉協議会の連携

市民・多様な団体の参画による策定

市町村共同募金会

共同募金推進計画

資金面のニーズ・資源
の把握・掘り起こし

地域の福祉ニーズ・資源
の把握・掘り起こし

市町村社会福祉協議会

連携

課題整理・課題解決策の検討

連携
地域福祉活動計画

資金の助成・活動の支援

地域のさまざまな
福祉活動の展開
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（２）秋田県の共同募金目標額と実績額（一般募金）



（３）平成20年度共同募金（一般募金）の市町村別目標額及び実績額



（４）平成20年度地域歳末たすけあい募金実績額



（５）年度別共同募金（一般募金）種別実績





（６）平成20年度共同募金（一般募金）種別実績内訳





（７）歳末たすけあい募金年度別実績





３　関係法令・通知
（1）社会福祉法（抜粋）







（２）「共同募金の実施について」







４　支会関係規定
（１）秋田県共同募金会支会規定







（２）秋田県共同募金会○○支会会則準則







（３）秋田県共同募金会会計規程































（４）秋田県共同募金会支会会計規程







（５）秋田県共同募金会支会の分会及び地区分会出納事務取扱要領
　



５　寄付金と税制
（1）共同募金会と寄附金

寄附金と税制



（2）寄附金控除の対象となる寄附金又は法人の各事業年度の所得の金額の計算上損金の額
に算入する寄附金を指定する件

（昭和 40年 4月 30 日大蔵省告示第 154 号）　
改正　昭和 45 年 4月 30 目大蔵省告示第 57 号

昭和 50 年 4月  1  日大蔵省告示第 35 号
昭和 58 年 3月 31 日大蔵省告示第 41 号
昭和 61 年 3月 31 日大蔵省告示第 59 号

（１．２．３．＝省略）
４．各都道府県共同募金会に対して社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 110 条の規定により
厚生大臣が定める期間内に支出された寄附金で、当該各都道府県共同募金会が当該寄附金の募
集につき大蔵大臣の承認を受けたものの全額
４．の２　社会福祉事業又は更生保護事業の用に供される土地、建物及び機械その他の設備の取
得若しくは改良の費用、これらの事業に係る経常的経費又は社会福祉事業に係る民間奉仕活動
に必要な基金に充てるために中央共同募金会又は各都道府県共同募金会に対して支出された寄
附金（前号に該当するものを除く。）の全額



（3）共同募金以外の特定、指定寄附金の取扱について（大蔵省告示第154号 4の2の説明）



（４）税の優遇措置

1．寄附者が法人（会社等）の場合

2．寄附者が個人の場合（所得税）
　所得税の寄附金控除額の算出方法

　　［ア］特定寄附金の額
　　［イ］総所得金額
　　　　　退職所得金額　　　　　　の合計額の 40%
　　　　　山林所得金額　
　　［ア］と［イ］のいずれか少ない方の金額一 5千円 =控除額

3．寄附金が個人の場合（住民税）
　個人住民税の寄附金税額控除額の算出方法

　　［ア］特定寄附金の額
　　［イ］総所得金額
　　　　　退職所得金額　　　　　　の合計額の 30%
　　　　　山林所得金額
　　（［ア］と［イ］のいずれか少ない方の金額一５千円）× 10/100= 税額控除額



（５）平成20年度税制改正による個人住民税における寄附金税制
　　（都道府県・市区町村以外）の改正イメージ

現行の対象寄附金に、都道府県又は
市区町村が条例により指定した寄附
金を追加

所得税の寄附金控除の対象となる寄附
金（国に対する寄附金及び政党等に対
する政治活動に関する寄附金を除く。）
のうちから地域における住民の福祉の
増進に寄与するものとして都道府県又
は市区町村が条例により指定

税額控除方式

都道府県指定寄附金は
　　道府県民税から4%税額控除
市区町村指定寄附金は
　　市町村民税から6%税額控除

総所得金額等の30%

5千円

【対象寄附金】

【 控 除 方 式 】

【 控 除 率 】

【控除対象限度額】

【適用下限額】

改正前 改正後




